
 

 

令和３年 12 月 13 日 

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

 

補足説明資料 設２－補－008 計測制御系統施設の補足説明資料の説明要旨 

（ロジックペーパー） 

 

○ 計測制御系統施設については，分割第 2 回申請にて，本文及び添付資料にお

いて，以下の内容を申請している。 

・基本設計方針（金属キャスクの蓋間圧力，表面温度及び貯蔵建屋の給排  

気温度を測定し，記録し，表示・警報装置にて表示と警

報設定値に達したら警報を発報する。） 

・検出器の種類，計測範囲，取付箇所，個数 

・監視盤室と事務建屋における表示・警報装置による監視 

・系統構成 

・代替計測の方法（津波を想定した場合） 

 

〇 本補足説明資料では，計測設備の維持管理をはじめ，技術基準への妥当性を

確認する上で有効と判断した以下の事項について，説明する。 

   ・警報設定の考え方と警報設定値 

   ・津波以外の自然現象時の代替計測 

   ・蓋間圧力検出器による負圧維持管理 

   ・蓋間圧力検出器の保守管理 

   ・外部記録媒体へのデータの記録と保管方法 

 

〇 表示・警報装置は，既設工認において認可され，2013 年 8 月 27 日に使用前

検査の据付・外観検査を終了しているが，製造から既に 8 年を経過し製造

中止・メーカ保守期限超過となり，不具合が発生した場合にはメーカ支援を

受けられなくなることから，2022 年 1 月から取替を計画している。 

表示・警報装置の取替は，通常の保全の範囲内であることから，工事の計画

の認可を必要とする工事ではないと考えている。考え方について，別添資料

「表示・警報装置の取替について」にて説明する。 

 

以 上 
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表示・警報装置の取替について 
 

2021 年 12 月 13 日 
リサイクル燃料貯蔵（株） 

 
はじめに 

計測設備のうち，表示・警報装置とキャスク監視盤（データサーバ）は 2013 年に設置

され，既に８年を経過して製造中止となりメーカの保守期限を超過しており，今後，不具

合が発生した場合には，部品の供給等のメーカの支援を受けられなくなることから，取替

を行う必要がある。 

取替えにあたって，許認可の扱いについて確認したい。 
 
１．計測設備の系統構成 

使用済燃料貯蔵施設の計測設備は，金属キャスクの蓋間圧力，金属キャスクの表面温

度，及び貯蔵建屋の給排気温度を測定し，測定データを記録するとともに，貯蔵建屋の

付帯区域に設けられた監視盤室及び事務建屋に表示し，警報設定値に達したときは警

報を発報する設計としている。また，放射線監視設備においても，エリアモニタリング

設備及びモニタリングポストで測定したデータを記録するとともに，監視盤室及び事

務建屋に表示し，警報を発報する設計としている。 

   金属キャスクの蓋間圧力，金属キャスクの表面温度及び貯蔵建屋の給排気温度の測

定データは，貯蔵建屋貯蔵区域に設置されたＰＩＯ装置１～６を介して監視盤室に設

置されたＰＩＯ装置７に伝送され，キャスク監視盤にデータを伝送する。測定したデー

タはキャスク監視盤に記録するとともに，監視盤室と事務建屋の表示・警報装置に表示

し，警報設定値に達したときは警報を発報する構成とする。 

   また，表示・警報装置及びキャスク監視盤は，一般産業用工業品である。 

 
２．表示・警報装置及びキャスク監視盤の取替について 
   表示・警報装置はワークスステーションとディスプレイで構成され，キャスク監視盤

は，筐体内にデータサーバが収納される構成となっている。2013 年に設置されて以降，

インサービスされ，点検を行ってきた。 
表示・警報装置及びキャスク監視盤は 2013 年に設置され，すでに製造から 8 年以上

を経過しており，製造中止となっている。そのため，今後，不具合が発生した場合には，

部品の供給等のメーカの支援を受けられなくなることから，2022 年 1 月から取替を計

画している。 

 
 

別添資料 
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３．許認可上の扱いについて 
   表示・警報装置は測定値を表示し，警報を発報する設備であり，既設工認における監

視装置の一部として系統図に記載され，認可されている。貯蔵建屋監視盤室に設置され

る表示・警報装置（ＣＬ１）は， 2013 年 8 月 27 日に給排気温度監視装置の指示・記

録装置として，使用前検査（据付・外観検査）が終了している。 

表示・警報装置は，分割第 2 回の設工認申請では，機器グループ③（その他の安全機

能を有する設備，機器のうち使用の特定が不要な設備，機器）として，添付書類３ 第

３－１表「施設と条文の対比一覧表」に記載されている。 

なお，キャスク監視盤は測定したデータを記録し，警報設定値に達したことを判断す

る機能を有する設備であり，既設工認では系統図にデータサーバとして記載されてい

る。 
 
表示・警報装置及びキャスク監視盤は要目表に記載されている機器ではないこと，ま

た，取替えることにより設工認の基本設計方針の「測定値を表示する」，「警報を発報す

る」，「測定値を記録する」に変更を生じるものでは無いこと，製造中止に伴う取替は通

常の保全の範囲内であることから，取替え自体が工事の計画の認可を必要とする工事

ではないと考える。 
そのため，計画通りに 2022 年 1 月から取替を行う予定している。 
なお，取替えに伴い，使用前事業者検査としての据付・外観検査を再度行う。 

 
 
４．表示・警報装置の工事の手順及び工事上の留意事項について 

表示・警報装置の取替における工事の手順及び工事上の留意事項について，以下に記載

する。 

（１）工事の手順 

設工認申請書「別添Ⅲ １ 工事の方法（金属キャスク以外の設備）図１－１ 工事の

手順と使用前事業者検査のフロー」に沿って工事を実施する。工事の手順について以下に

記載するとともに設工認申請書記載のフロー図を基にした工事のフローについて，第１

図に示す。 

① 機器の取外し 

ａ．機器の取外し前に以下の作業を実施する。 

・必要に応じて周辺をシート等で養生する。 

ｂ．機器の取外し 

・表示・警報装置を取り外す。キャスク監視盤の扉を開け，内部のサーバの取り外し

を行う。 
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② 新しい機器の受入れ 

・新しい表示・警報装置及びサーバについて，当事業所にて受入検査を実施する。 

③ 組立て・据付 

・キャスク監視盤内に新しいサーバを取り付ける。また，新しい表示・警報装置を取

り付ける。 

・取り付け後に，「構造，強度又は漏えいに係る検査」，「機能又は性能に係る検査」及

び「基本設計方針検査」を実施する。 

・検査の合格をもって完了とする。 

 

 

第１図 工事フロー（表示・警報装置取替） 
 

（２）工事上の留意事項 

設工認申請書「別添Ⅲ １ 工事の方法（金属キャスク以外の設備）３．工事上の留意

事項」に記載の項目のうち漂流防止工事においての留意事項を以下に記載する。 

ａ．設置の工事を行う使用済燃料貯蔵施設の機器等について，周辺資機材及び環境条件か

らの悪影響や劣化等を受けないよう，保管・設置エリアを区画し，シート等で養生を行

う。作業環境を維持するために４Ｓ（整理，整頓，清潔，清掃）に努めるとともに，放

射線の影響を受けないようにする。機器に開口部がある場合には，開口部からの異物の

混入がないように養生を行う等の必要な措置を講じる。 

ｂ．工事に当たっては，既設の機器等へ悪影響を与えないよう，現場状況，作業環境及び

作業条件を把握し，作業に潜在する危険性又は有害性や工事用資機材から想定される

影響を確認する。作業開始前にフェンスまたはロープ等による区画及びシート類によ

る養生を行い，作業エリアを設定し，人と物の出入りを制限する。作業に伴い持ち込む
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可燃性物品を極力少なくする。火花等が発生する作業を行う場合は，作業エリア周辺に

可燃物・危険物がないことを確認し，作業エリアを不燃物又は難燃物で区画し消火器を

設置する。作業に伴い機器・配管等の開口部が発生する場合には，異物混入防止管理エ

リアを設定して工具・機材の出入りの管理を行う等の必要な措置を講じる。 

ｄ．使用済燃料貯蔵施設の状況に応じて，検査・試験，試運転等の各段階における工程を

管理する。 

ｅ．設置又は変更の工事を行う使用済燃料貯蔵施設の機器等について，供用開始後に必要

な機能・性能を発揮できるよう製造から供用開始までの間，維持する。設置後，長期間

経ている機器等については，供用開始前までに点検を実施する。 

ｇ．修理の方法は，基本的に「別添Ⅲ １ 工事の方法（金属キャスク以外の設備）図 1

－1 工事の手順と使用前事業者検査のフロー」の手順により行うこととし，機器等の全

部又は一部について，撤去，切断，切削又は取外しを行い，据付，溶接又は取付け，若

しくは同等の方法により，同等仕様又は性能・強度が改善されたものに取替えを行う等，

機器等の機能維持又は回復を行う。また，機器等の一部撤去，一部撤去の既設端部につ

いて閉止板の取付け若しくは同等の方法により適切な処置を実施する。 

 

 
 
 
参考資料 
 １ 計測設備の系統図 
 ２ 計測設備の基本設計方針 
 ３ 計測設備の要目表（代替計測用計測器を除く） 
 ４ 使用前検査成績書（給排気温度監視装置） 
 ５ 表示・警報装置及びキャスク監視盤の外観 
 ６ 工事計画に係る手続きガイド（抜粋） 
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基
本
設
計
方
針
 

変
更
前
 

変
更
後
 

ａ
．

計
測
設
備
の
構
成
 

計
測
設

備
は
，
金

属
キ

ャ
ス
ク
の
表

面
温
度
，

金
属
キ
ャ
ス
ク
の
蓋
間
圧

力
及
び
使
用
済
燃
料
貯
蔵
建
屋

（
以
下
「
貯
蔵
建

屋
」
と
い
う

。
）
の
給
排
気
温
度
を
計
測
で
き
る
設
計
と
す
る
。
ま
た
，
金
属

キ
ャ
ス
ク
の

表
面
温
度
，
金
属
キ
ャ
ス
ク
の

蓋
間

圧
力

及
び
貯
蔵
建
屋
の
給
排
気
温
度
の
計
測
値
が
警
報
設
定
値
に
達
し
た
場
合
は
，
速
や
か
に
警
報
を
発
す
る
設
計
と
す
る
。
 

 
 

な
お

，
計

測
設

備
は
，
外
部
電
源
喪
失
時
に
も
無
停
電
電
源
装
置
か
ら
受
電
し
，
監
視
を
継
続
で
き
る
設
計
と
す
る
。
 

     

ｂ
．

蓋
間
圧
力
検
出

器
 

金
属
キ

ャ
ス
ク
の

蓋
部

が
有
す
る
閉

じ
込
め
機

能
を
監
視
す
る
た
め
に

蓋
間

圧
力

検
出
器
を
設
け
，
金
属

キ
ャ
ス
ク
の
蓋
間

圧
力

を
測
定
す
る
設

計
と
す
る
。
蓋
間
圧
力
検
出

器
は
，
点
検
中
及
び
不

具
合

時
に
お
い

て
も

蓋
間
圧
力
を

測
定
で
き
る
よ
う

１
基
の
金
属
キ
ャ
ス
ク
に
対
し
二
系
統
設
け
る
。
 

金
属
キ

ャ
ス
ク
の

蓋
間

圧
力
を
監
視

し
放
射
性

物
質
の
放
出
が
な
い
こ
と

を
確
認
す
る
こ
と
に
よ
り
，
使

用
済
燃
料
備
蓄
セ

ン
タ

ー
及
び
そ
の
周
辺
監
視
区
域

境
界
付
近
に
お
け
る
放
射
性
物
質
濃
度
の
監
視
を
不
要
と
す
る
設
計
と
す
る
。
 

 ｃ
．

表
面
温
度
検
出

器
 

使
用
済

燃
料
集
合

体
及

び
金
属
キ
ャ

ス
ク
の
温

度
が
制
限
さ
れ
る
値
以
下

に
維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
評

価
す
る
た
め
の
必

要
な

デ
ー
タ
を
測
定
す
る
た
め
に

表
面
温
度
検
出
器
を
設
け
，
金
属
キ
ャ
ス
ク
の
表
面
温
度
を
測
定
す

る
設
計
と
す
る
。
 

 ｄ
．

給
排
気
温
度
検

出
器
 

貯
蔵
建

屋
貯
蔵
区

域
内

の
雰
囲
気
温

度
に
異
常

が
な
い
こ
と
を
監
視
す

る
た

め
，
給
排

気
温
度
検
出
器
を

設
け
，
貯
蔵
建
屋

の
給

排
気
温
度
を
測
定
す
る
設
計
と
す
る
。
 

 ｅ
．

表
示
・
警
報
装

置
 

金
属
キ

ャ
ス
ク
の

蓋
間
圧

力
検
出
器
と

表
面
温

度
検
出
器

，
貯
蔵
建
屋
の

給
排
気
温
度
検
出
器
，
エ
リ
ア

モ
ニ
タ
リ
ン

グ
設

備
，
及
び
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
の
測

定
値
を
，
監
視
盤
室
及
び
事
務
建
屋
の
表
示
・
警
報
装
置
に
表
示
す
る
設
計
と
す
る
。
測

定
値

が
警
報
設
定
値
に
達
し
た
場
合
は
，
監
視
盤
室
及
び
事
務
建
屋
の
表
示
・
警
報
装
置

に
て
警
報
を
発
報
す
る
設
計
と
す
る
。 

         

ａ
．
計
測

設
備
の
構
成
 

計
測
制
御
系
統
施
設
は
，
使
用
済
燃
料
貯
蔵
施
設
の
監
視
の
た

め
，
温
度
及
び
圧
力
の
測
定

を
行

う
計

測
設

備
で

構
成

す
る
。 

計
測
設
備
は
，
金

属
キ

ャ
ス

ク
の

一
次
蓋
と
二

次
蓋
間
の

圧
力
を
測
定
す
る

た
め

の
蓋

間
圧

力
検

出
器

，
金
属
キ

ャ
ス
ク
の

表
面
温
度
を
測
定
す
る
た
め
の
表
面
温
度
検
出
器
，
使
用
済
燃
料
貯
蔵
建
屋
（

以
下
「
貯
蔵
建
屋
」
と

い
う

。
）
の
給
気

口
と
排

気
口
の
温
度
を
測
定

す
る
た
め
の

給
排

気
温

度
検

出
器
及
び
測
定
し
た
デ
ー
タ

を
表

示
し
警
報
設
定

値
に

達
し

た
場

合
に
警
報

を
発
報
す
る
表
示
・
警
報
装
置
で
構
成
す
る
。
計
測
設
備
は
，
測
定
し
た
デ
ー
タ
を
記
録
す
る
機

能
を

有
す

る
設

計
と

す
る
。
 

ま
た
，

基
本
的
安

全
機
能
が
確

保
さ

れ
て

い
る

こ
と
を
監
視
で
き
な
く
な
っ

た
場

合
に

備
え

，
代

わ
り

に
監
視
を

行
う
た
め

の
代
替
計
測
用
計
測
器
を
保
有
す
る
。
 

  ｂ
．
蓋
間
圧
力
検
出
器
 

（
変
更
な
し
）
 

    

 ｃ
．
表
面
温
度
検
出
器
 

（
変
更
な
し
）
 

  ｄ
．
給
排
気
温
度
検
出
器
 

（
変
更
な
し
）
 

  ｅ
．
表
示
・
警
報
装
置
 

（
変
更
な
し
）
 

   ｆ
．
代
替
計
測
用
計
測
器
 

使
用
済
燃
料
貯
蔵

施
設

の
基

本
的

安
全
機
能
が

確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を

監
視

で
き

な
く

な
っ

た
場

合
に

備
え

，
代
わ
り

に

監
視
を
行
う
た
め
に

必
要
な
代
替
計
測
用
計
測
器

を
保
有
す
る
。

監
視

が
で

き
な
く
な
っ
た
場
合
に
は

，
代

替
計

測
用
計
測

器

の
準
備
が
整
い
次
第
，
監
視
を
行
う
。
 

    

6

78230213
テキスト ボックス
参考資料　２


78230213
四角形



ハ－1 Ⅱ  

（1）設計仕様 

ａ．蓋間圧力検出器 

 変更前 変更後 

名     称 － 蓋間圧力検出器＊１ （変更なし） 

検 出 器 の 種 類 － 電気式圧力検出器 （変更なし） 

計 測 範 囲 MPa[abs] 0 ～ 0.50＊３ 0 ～ 0.50＊５ 

警 報 動 作 範 囲 MPa[abs] 0 ～ 0.50＊２,＊４ 0 ～ 0.50＊５ 

取 付 箇 所 

（ 設 置 床 ） 
－ 

使用済燃料貯蔵建屋貯蔵区域＊６

（T.P.16.3m）＊２ 
（変更なし） 

個    数 － 2（金属キャスク１基当たり） （変更なし） 
注１  ：記載の適正化を行う。既設工認の「表示箇所」の記載を削除。 

注記＊１：記載の適正化を行う。既設工認には「蓋間圧力監視装置」と記載。 

＊２：既設工認に記載がないため記載の適正化を行う。記載内容は，設計図書に  

よる。 

＊３：実計器の計測範囲 

＊４：実計器の警報動作範囲 

＊５：設計要求値 

＊６：記載の適正化を行う。既設工認には「二次蓋」と記載。 
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ハ－2 

 

Ⅱ  

ｂ. 表面温度検出器 

 変更前 変更後 

名     称 － 表面温度検出器＊１ （変更なし） 

検 出 器 の 種 類 － 熱電対 （変更なし） 

計 測 範 囲 ℃ 0 ～ 150＊３ 0 ～ 150＊５ 

警 報 動 作 範 囲 ℃ 0 ～ 150＊２,＊４ 0 ～ 150＊５ 

取 付 箇 所 

（ 設 置 床 ） 
－ 

使用済燃料貯蔵建屋貯蔵区域＊６

（T.P.16.3m）＊２ 
（変更なし） 

個     数 － 1（金属キャスク１基当たり） （変更なし） 

注１  ：記載の適正化を行う。既設工認の「表示箇所」の記載を削除。 

注記＊１：記載の適正化を行う。既設工認には「表面温度監視装置」と記載。 

＊２：既設工認に記載がないため記載の適正化を行う。記載内容は，設計図書に  

よる。 

＊３：実計器の計測範囲 

＊４：実計器の警報動作範囲 

＊５：設計要求値 

＊６：記載の適正化を行う。既設工認には「金属キャスクの側部表面」と記載。 
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ハ－3 

 

Ⅱ  

ｃ. 給排気温度検出器 

 変更前 変更後 

名     称 － 給排気温度検出器＊１ （変更なし） 

検 出 器 の 種 類 － 測温抵抗体 （変更なし） 

計 測 範 囲 ℃ －30 ～ 70＊３ －30 ～ 70＊５ 

警 報 動 作 範 囲 ℃ －30 ～ 70＊２,＊４ －30 ～ 70＊５ 

取 付 箇 所 

（ 設 置 床 ） 
－ 

使用済燃料貯蔵建屋貯蔵区域

（T.P.16.3m）＊２ 
（変更なし） 

個     数 － 
2（給気側） 

24（排気側） 
（変更なし） 

注１  ：記載の適正化を行う。既設工認の「表示箇所」の記載を削除。 

注記＊１：記載の適正化を行う。既設工認には「給排気温度監視装置」と記載。 

＊２：既設工認に記載がないため記載の適正化を行う。記載内容は，設計図書に  

よる。 

＊３：実計器の計測範囲 

＊４：実計器の警報動作範囲 

＊５：設計要求値 
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制定 平成２５年６月１９日 原規技発第13061920号 原子力規制委員会決定 

改正 平成２６年８月 ６日 原規技発第 1408064 号 原子力規制委員会決定 

改正 平成２８年７月２７日 原規規発第 1607274 号 原子力規制委員会決定 

改正 平成２８年１０月６日 原規技発第 1610067 号 原子力規制委員会決定 

改正 平成３１年３月１３日 原規規発第 1903133 号 原子力規制委員会決定 

改正 令和元年１２月２５日 原規規発第 1912257 号-4 原子力規制委員会決定 

 

発電用原子炉施設の工事計画に係る手続きガイドについて次のように定める。 

 

平成２５年６月１９日 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

 

発電用原子炉施設の工事計画に係る手続きガイドの制定について 

 

 

 原子力規制委員会は、発電用原子炉施設の工事計画に係る手続きガイドを別

添のとおり定める。 

なお、規制等業務の当面の実施手順に関する方針（原規総発第 120919097 号）

２．（２）の規定に基づき旧原子力安全・保安院より継承されている「原子力

発電設備に係る工事計画の運用について（内規）」（平成１７･１２･２２原院

第２号（平成１７年１２月２７日原子力安全・保安院制定））及び「原子力発

電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価について（要請）」（平成２１・０

７・２７原院第１号（平成２１年８月１２日原子力安全・保安院制定））は、

以後用いない。 

 

附 則 

この規程は、平成２５年７月８日より施行する。 

 附 則 

この規程は、平成２６年８月６日より施行する。 

 附 則 

この規程は、平成２８年７月２７日より施行する。 

附 則 

この規程は、平成２８年１０月６日より施行する。 

附 則 
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1 
 

この規程は、平成３１年４月２日より施行する。 

附 則 

この規程は、原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、

核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律（平成

２９年法律第１５号）第３条の規定の施行の日（令和２年４月１日）から

施行する。 
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発電用原子炉施設の設計及び工事の計画に係る手続ガイド 

 

 

１．本規程の位置づけについて 

 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第

１６６号。以下「法」という。）に基づく発電用原子炉施設の設計及び工事の

計画の認可等に係る手続の適正な実施のため、実用発電用原子炉の設置、運転

等に関する規則（昭和５３年通商産業省令第７７号。以下「規則」という。）

第８条から第１４条までに基づく設計及び工事の計画の認可等について、以下

のとおりとする。 

また、本規程における用語の定義及び用法については、原則として、法、規

則、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する

規則（平成２５年原子力規制委員会規則第５号。以下「設置許可基準規則」と

いう。）及び実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平

成２５年原子力規制委員会規則第６号。以下「技術基準規則」という。）にお

ける用語の定義及び用法に従うこととする。 

なお、設計及び工事の計画に関する手続に係る要件の技術的内容は、本規程

に限定されるものではなく、規則に照らして十分な保安水準の確保が達成でき

る技術的根拠があれば、規則に適合するものと判断するものである。 

 

２．設計及び工事の計画の認可及び届出手続の範囲 

認可手続の範囲については規則第８条第１項第１号の規定により規則別表

第１の中欄で、届出手続の範囲については規則第１１条第１項の規定により

同表の下欄で定められている。さらに規則第８条第１項第２号に規定されて

いる制限工事についても認可手続を要するものとされている。 

規則別表第１では、工事の種類ごとに手続の範囲を規定している。対象と

なる設備及び機器は、規則第９条第１項第２号又は第１２条第１項第２号で

規定されている工事計画に記載しなければならない事項として規則第９条第

２項又は第１２条第２項で規定されている規則別表第２の中欄で定められて

いるものと対応している。本規程では、規則別表第１に規定されている工事

の種類に加え、規則別表第２に規定されている設備及び機器等の範囲（工事

計画に記載すべき範囲）を示す。 

 

（１）工事の種類 

規則別表第１の上欄の工事の種類は、大きく、設置の工事と変更の工事

に分けられている。さらに変更の工事は、発電用原子炉の基数の増加と発

電用原子炉の基数の増加の工事以外の変更の工事に分けられている。 

１）設置の工事 
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工場又は事業所に初めて発電用原子炉施設を設置する工事をいい、い

わゆる新設工事であり、認可の対象としている。 

 

２）発電用原子炉の基数の増加 

既に発電用原子炉施設が設置されている工場又は事業所において、新

たな発電用原子炉を追加設置する工事をいい、いわゆる増設工事であり、

認可の対象としている。 

 

３）発電用原子炉の基数の増加の工事以外の変更の工事 

既に設置されている発電用原子炉施設において、設備又は機器を変更

する工事をいい、さらに以下の工事に分類して認可又は届出手続の範囲

を規定している。 

 

Ａ．設置 

蒸気タービン、補助ボイラー並びに常用電源設備のうち発電機、変

圧器及び遮断器を構成する機器全体を新たに据え付ける工事をいい、

既設のものを撤去して異なる仕様のものを据え付ける工事も含むもの

とする。 

 

Ｂ．取替え 

蒸気タービン、補助ボイラー並びに常用電源設備のうち変圧器及び

遮断器を構成する機器全体について、既設のものを撤去し、同仕様の

ものを据え付ける工事をいう。 

そのため、蒸気タービンについては蒸気タービン本体若しくは熱交

換器等個別の機器を取り替える工事、蒸気タービン本体を構成する部

品の一部である翼を取り替える工事、車軸若しくは車室を同一仕様品

に取り替える工事、補助ボイラーについてはボイラー本体若しくはボ

イラー給水ポンプ等個別の機器を取り替える工事又は構成する部品を

取り替える工事は対象外とする。 

 

Ｃ．改造 

機器等の主要仕様表（以下「要目表」という。）の記載を変更し、機

器等を新たなものへ変更する工事の他、機器等の実物の変更を伴わな

い容量の変更及び号機間での機器等の共用化を行うもの並びに既に設

置されている機器の撤去又は台数及び容量を変更する工事も改造の工

事とみなす。また、「基本設計方針、適用基準又は適用規格（以下「基

本設計方針等」という。）の変更」についても規則別表第１中欄におい

て改造として認可対象としており、機器等の実物の変更を伴わない場
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合でも、新たな基準等に対応するために基本設計方針等の記載事項を

変更する必要があれば、認可手続が必要となる。その場合には、新た

な基本設計方針等に基づく機器等として取扱いを決定する手続を工事

とみなすこととする。同様に、「工事の方法の変更」についても規則別

表第１中欄において改造として認可対象としており、要目表の記載に

変更のない工事であっても、工事の方法が既に認可を受けたものと異

なる場合には、認可手続が必要となる。なお、機器等の仕様の変更に

ついては、発電用原子炉施設の主要な設備又は機器についての改造に

ついて認可の対象とし、その他の改造について届出の対象としている。 

蒸気タービンにおける「５％以上の定格出力の変更を伴うもの」に

ついては、翼の構造を変更する等によって、認可を受けた定格出力か

ら年間を通じて５％以上の出力増加を伴う工事（冬期の海水温度の低

下（真空度の上昇）により一時期のみ５％以上出力が増加する定格熱

出力一定運転を実施する場合を除く。）を対象とする。また、蒸気ター

ビンにおいて車室、円板又は車軸に係る要目表の記載の変更を伴う工

事については、部材変更であっても「車室、円板又は車軸の強度の変

更を伴うもの」として改造として扱うものとする。 

 

Ｄ．修理 

供用中に不具合が発見された場合、又は具体的に不具合が発見され

ていない場合であって、他の事例等から予防保全的に対策を講ずる場

合に、設備又は機器の一部を手直し（溶接補修は除く。）し、機器の機

能維持又は回復を目的として行う工事をいう。規則別表第１ではさら

に取替工事と性能又は強度に影響を及ぼす工事に分類して認可又は届

出手続の範囲を規定している。 

 

ａ．取替工事 

修理の工事において要目表の記載の変更を伴わない範囲で部材等

を取り替えるものをいい、「原子炉冷却材圧力バウンダリ」を構成す

る機器（主蒸気安全弁、主蒸気逃がし安全弁、制御棒駆動機構、予

備品（使用前検査又は供用の実績のあるものに限る。）及び消耗品（ボ

ルトを含む。）等を除く。）を工事計画の手続の対象としている。 

補助ボイラーにおいては、安全弁の全体を同一仕様のものに取替

える工事（安全弁の部品（弁体又は弁棒等）のみを取り替える工事

は含まない。）を「安全弁の取替えを伴うもの」として届出の対象と

する。 

 

ｂ．性能又は強度に影響を及ぼす工事 
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修理の工事において要目表の記載の変更を伴うものをいう。なお、

要目表の記載がＪＩＳ規格に基づく「公称値」である場合であって、

配管の切削等による工事後の厚さがＪＩＳで定める許容差を差し引

いた厚さを超えない範囲の工事は、性能又は強度に影響を及ぼす工

事とはみなさない。 

ただし、蒸気発生器の施栓は蒸気発生器の性能に影響があるため、

要目表の記載の変更を伴わない工事であっても届出の対象とする。 

また、蒸気タービンにおいて車室、円板又は車軸の構造又は機能

を復元する場合は、要目表の記載の変更を伴わない工事でも改めて

強度評価等を確認する必要があるため「車室、円板又は車軸の強度

に影響を及ぼすもの」とする。ただし、車室の必要最小肉厚を削り

込まない工事、溶接補修によって十分な肉厚まで復旧する工事及び

強度計算に含めないクラッド溶接又は車軸の中心孔の有無の変更で

あり強度余裕内で行う工事については対象外とする。 

 

以下については、工事計画の記載の変更を伴うが、変更の工事には該当

しないものとする。 

・名称のみを変更するもの。 

・ＪＩＳ規格等の呼称変更により工事計画に記載されている材料と呼称

は異なるものの同等の仕様の材料を使用するもの。 

（例） ・ＳＵＳ２７  → ＳＵＳ３０４ 
・ＳＵＳ３２  → ＳＵＳ３１６ 
・ＳＴＰＴ４２ → ＳＴＰＴ４１０ 
・ＳＴＰＧ４２ → ＳＴＰＧ４１０ 
・ＳＳ４１   → ＳＳ４００ 

・ＳＩ単位の導入により単位を変更するもの（単位換算に伴う数値の端

数処理を含む。）。 

ただし、これらの変更を行った機器等が属する設備について、工事計画

の手続を行う際には、当該変更内容を変更前の設備状況として記載するこ

ととする。また、変更の工事には該当するものの、規則別表第１に規定さ

れておらず、工事計画の手続対象外となっていて、かつ要目表の記載の変

更を伴う工事を行った場合も同様とする。これらの場合においては、その

旨を「記載の適正化」として識別できるよう付記するものとする。 

また、発見された不具合の状況確認及び原因究明の調査において発生す

る作業は変更の工事には該当しない。 

 

（２）工事計画に記載すべき設備及び機器等の範囲 

工事計画に記載しなければならない事項は、規則第９条第２項又は第１

２条第２項で発電用原子炉施設の種類に応じて規則別表第２の中欄で定め
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